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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 教　育　費
事業名 小学校管理費

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 90,224 93,349 83,806 ▲ 3,000 80,806 ▲ 9,418

財
源
内
訳

国 7,137 6,744 6,744 ▲ 393

県

6,744

0

市債 0

その他 4,502 4,917 4,868 4,868 366

一般財源 78,585 81,688 72,194 ▲ 3,000 69,194 ▲ 9,391

事業
概要

電気・空調設備保安業務、浄化槽維持管理、消防設備保守点検など、小
学校施設の維持管理を行うための経費や、各校に１名配置している学校主
事の人件費などを予算化している。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

施設の適切な維持管理を行うことで、児童に安全で快適な教育環境を提供
する。

その他

現状と
背景

市内全７小学校に冷暖房設備及び太陽光発電設備を設置している。
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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 教　育　費
事業名 小学校備品整備事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,585 1,667 2,021 2,021 436

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 1,585 1,667 2,021 2,021 436

事業
概要

児童への適切な学習指導を行うため、教育活動に必要な備品購入費を予
算化している。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

老朽化した備品の取替えや新たに必要となった教育備品を購入すること
で、児童により良い学習環境の場を提供する。

その他

現状と
背景

既存教育備品の老朽化が著しいため、学校現場からは買い換えをなどを
要望する声が大きい。
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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 教　育　費
事業名 小学校施設整備事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 16,678 9,458 9,458 9,458 ▲ 7,220

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 16,678 9,458 9,458 9,458 ▲ 7,220

事業
概要

小学校施設の整備のための修繕料を予算化している。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

小学校施設は、児童が一日の大半を過ごす学習・生活の場であることか
ら、危険箇所等の修繕を早急に行い、快適で十分な安全性、衛生的な環
境を確保する。

その他

現状と
背景

平成22年度に誠道小を除いた全ての小学校の耐震補強及び大規模改修
を実施し、本体部分については不安が現象しているが、設備等の維持修繕
のための費用が必要となっている。
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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 教　育　費
事業名 小学校少人数学級実施事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 6,000 4,000 4,000 4,000 ▲ 2,000

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 6,000 4,000 4,000 4,000 ▲ 2,000

事業
概要

鳥取県では、小学校１、２年生の３０人学級、３～６年生の３５人学級を国に
先駆けて実施しており、３～６年生における加配教員の人件費相当の１／２
を協力金として鳥取県に支払っている。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

少人数学級を実施することにより、児童１人１人に教員の目が行き届き、き
め細かな対応が可能となり、学力の向上につなげる。

その他

現状と
背景

児童１人１人に教員の目が行き届き、きめ細かな対応ができるため、児童が
落ち着いて勉強できる。また、教室もゆったりと使えるので、学校公開の際
の保護者の意見も好評である。
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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 教　育　費
事業名 小学校指導補助員配置事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 13,572 13,572 13,572 13,572 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 13,572 13,572 13,572 13,572 0

事業
概要

学力問題や心の問題をはじめ、ＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨＤ（注意欠陥／多
動性障がい）児童等、特別な支援が必要な児童に対して、各学校に指導補
助員を配置する。指導補助員13名の人件費を予算化している 今年度

見直し
事 項

事業
目的

指導補助員を配置することで、特別な支援が必要な児童への個別的な学
習支援や補助を行う。

その他

現状と
背景

平成20年度から、渡、境小に2名、他5校に1名づつ補助員を配置していた
が、21年度から緊急雇用制度を活用、22年度からは、小規模校である誠道
小学校以外は2名体制としている。特別な支援を必要とする児童の数は
年々増加しており、学校現場からのニーズは高い。
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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 教　育　費
事業名 中浜小学校スクールバス運行事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 485 1,354 1,354 ▲ 1,354 0 ▲ 485

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 485 1,354 1,354 ▲ 1,354 0 ▲ 485

事業
概要

三軒屋町、小篠津町２２５８番地（隊内官舎）、夕日ヶ丘から中浜小学校へ
通学する１年生を対象に、下校時にスクールバスの運行を行う。運行期間
は１２月～２月までの期間で、土・日、祝日、冬季休業日を除く期間で授業
終業時に合わせて運行する。バスの運行委託料を予算化している。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

運行対象地区は、市内で最も通学距離が長く、特に冬季時においては1年
生にとって体力的にも厳しいことから、スクールバスを運行して下校時の負
担軽減を図る。

その他

現状と
背景

平成１９年度に２ヶ月間（１・２月）試験運行し、保護者から高評価頂いたが、
期間を長くして欲しいとの要望が多く、平成２０年度から１月（１２月）延長
し、３ヶ月間とした。中浜小学校前の道路幅員が広くないため、小型バスで
の運行となるが、近年は対象児童が多いため２往復している。
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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 教　育　費
事業名 小学校グラウンド芝生維持管理事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,561 1,694 1,681 1,681 120

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 1,561 1,694 1,681 1,681 120

事業
概要

市内全小学校の校庭を芝生化している。維持管理については、ＰＴＡ及び
地域の方々と学校、市教委で協働して行っており、そのための肥料や芝刈
り機の燃料及び修繕費、冬芝種等の経費を予算化している。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

市内全小学校の校庭の芝生を維持することにより、児童の健康増進や飛び
砂の防止、温度上昇の抑制を行う。また、ＰＴＡをはじめ地域の方々にボラ
ンティアとして芝生を維持管理していただくことで、協働のまちづくりを推進
する。

その他

現状と
背景

平成２０年度に誠道小学校の校庭を芝生化し、平成２２年度には残りの６校
を芝生化した。なお、維持管理については、保護者・地域と学校、市教委で
役割分担して行っている。
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会計 一　般　会　計 所管課 教育総務課

款 教　育　費
事業名 小学校配膳室整備事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 3,097 91,102 67,162 67,162 64,065

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0 49,300 49,300 49,300

その他 2,787 ▲ 2,787

一般財源 310 91,102 17,862 17,862 17,552

事業
概要

給食センターから配送した給食容器の受け入れ先として配膳室を整備す
る。
２７年度は給食室の配膳室への改修を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

事業概要に同じ

その他

現状と
背景

事業概要に同じ
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会計 一　般　会　計 所管課 教育総務課

款 教　育　費
事業名 小学校体育館天井等の耐震対策事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 10,677 286,439 286,439 286,439 275,762

財
源
内
訳

国 3,597 93,835 93,835 90,238

県

93,835

0

市債 0 192,500 192,500 192,500

その他 0

一般財源 7,080 192,604 104 104 ▲ 6,976

事業
概要

小学校講堂の天井及びバスケットゴールなどの耐震性を確保することで、
震災時の児童及び市民の避難場所としての安全安心化を図る
２７年度は、全小学校天井改修・バスケットゴール等吊もの補修、照明の交
換（LED）を行う。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

事業概要に同じ

その他

現状と
背景

事業概要に同じ
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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 教　育　費
事業名 小学校テント購入事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 1,059 1,059 1,059 1,059

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0 1,059 1,059 1,059

一般財源 0 1,059 0 0 0

事業
概要

児童の熱中症予防を図るとともに、非常時には防災用として活用するため、
学校に不足しているテントを整備する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

児童の熱中症予防を図るとともに、非常時には防災用として活用するため、
学校に不足しているテントを整備する。

その他

現状と
背景

ほとんどの学校で必要なテント数が不足しており、使用時は市内外の高校
などから借用している。(現有数39、不足数19)
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会計 一　般　会　計 所管課 教育総務課

款 教　育　費
事業名 小学校大規模改修事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 4,212 0 0 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 4,212 0 0 0

事業
概要

耐震改修実施不要の誠道小学校が建築後３０年程度経過しており、老朽
化が激しい。学校施設環境改善交付金事業費限度額70,000千円を利用し
て改修するもの。27年度は設計を行うもの。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

事業概要に同じ

その他

現状と
背景

事業概要に同じ
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会計 一　般　会　計 所管課 教育総務課

款 教　育　費
事業名 小学校体育館床改修事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 52,419 826 18,604 19,430 19,430

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0 14,500 14,500 14,500

その他 0

一般財源 0 52,419 826 4,104 4,930 4,930

事業
概要

老朽化した小学校講堂床の改修を行うもの
今年度
見直し
事 項

事業
目的

事業概要に同じ

その他

現状と
背景

事業概要に同じ
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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 教　育　費
事業名 小学校遊具整備事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 584 1,135 1,135 1,135

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0 1,135 1,135 1,135

一般財源 0 584 0 0 0

事業
概要

児童の健全な発達発育のため、渡小学校に不足している遊具を整備する。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

学童期には様々な感覚が完成し、特に平衡感覚などの神経系を鍛えるた
めには、子どもたちが遊具で遊びながら自然に身につけていくことが有効
であると言われている。このため、渡小学校以外の小学校に整備されてい
るブランコを整備する。

その他

現状と
背景

渡小学校の遊具は鉄棒と雲梯のみであり、ブランコ、滑り台、ジャングルジ
ムなどは整備されておらず、運動環境が充実しているとは言えない状況で
ある。
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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 教　育　費
事業名 小学校デジタルテレビ購入事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 617 0 0 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 617 0 0 0

事業
概要

学校において災害発生時などの緊急時には、児童の安全を確保するため
に、速やかに最新の情報を収集する必要があるが、地上波デジタル放送対
応のテレビが設置されている学校が少ないため、未設置の学校に地上波
デジタル放送対応のテレビを整備する。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

災害発生時に速やかに最新情報を入手することにより、児童の安全を確保
する対策を早期に実施する。

その他

現状と
背景

小学校で地上波デジタル放送対応のテレビが校長室に設置されている学
校は２校だけで、残りは古いブラウン管のテレビにＤＶＤレコーダーを接続
している。



10

10

2

1

会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 教　育　費
事業名 Ｈ２７　ＩＣＴ活用実践先進校プロジェクト

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 4,804 0 0 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 4,804 0 0 0

事業
概要

誠道小学校をモデル校として、タブレットパソコンを導入し、授業等で活用
する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

○小規模校である誠道小学校の魅力づくり。
○ＰＣ室だけでなく、教室や体育館等必要な場所でタブレットパソコンを活
用し、学習効果を上げる。

その他
○ＣＰ室は、タブレットを使って調べ
たことや学んだことに

現状と
背景

○ＣＰ室での学習は、機動性に欠ける。また，一度に複数の学年が使用で
きない。
○教室での授業で、動画や静止画、ネットで調べたこと等、情報を迅速に
共有することができない。現状は、各担任が必要に応じて、教室にプロジェ
クターとスクリーン、ＰＣを持ち込み，その都度、セッティングして活用してい
る。



10

10

2

1

会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 教　育　費
事業名 小学校非常通報装置設置事業

項 小学校費

目 学校管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 2,824 0 0 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 2,824 0 0 0

事業
概要

不審者が学校内に侵入したときなどに、非常ボタンを押すだけで直ちに１１
０番司令室に非常事態を通報する装置を設置する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

学校で非常事態が発生したとき、ボタンを押すだけで非常事態発生場所を
自動的かつ直接警察に知らせることができ、警察官が迅速にかけつけるこ
とができるようになる。

その他

現状と
背景


